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日本は、四季の変化が明確であることや人

口の地域差に応じて消費に偏りがあることか

ら、季節、地域によって牛乳乳製品の需要が

変動するほか、生乳生産量にも季節差、地域

差があるため、需要と供給に大きなギャップ

が発生することがあります。また、生乳は毎

日生産され、貯蔵性の低い農業産物です。そ

のため、需要に応じて生乳を飲用牛乳と乳製

品に仕向ける量を調整する「需給調整」が、

非常に重要な役割を担っています。

近年は、長期化する円安などが物価高を

誘引し、家庭用を中心に牛乳乳製品の需要減

少が続いています。一方、２歳以上の乳用雌

牛頭数の減少から、今後の生乳生産について

も先行きが不透明な状況となっています。こ

こでは、現下の生乳需給や生乳の特性を踏ま

え、いかにして「需給調整」を取り進めてい

るのか、生乳需給の構造や仕組み、需給調整

に関わる課題などを解説します。なお、本稿

中の図表は、一般社団法人Ｊミルク「日本の

ミルクサプライチェーン2025」から転載し

ています。

１　はじめに

調査・報告

日本のミルクサプライ
チェーンについて

一般社団法人Ｊミルク　生産流通グループ　嶋　雄介

（１）国内で最も消費されている食品

生乳は、牛乳として飲むだけでなく、乳業

メーカーなどが加工することによってさまざま

な形態、味、食感に変化し、また、乳酸菌な

どを活用することで栄養性・機能性を強化す

ることが可能です。こうした特徴を生かして

多種多様な牛乳乳製品が作られ、私たちの

２　生乳の特性と流通について

　一般社団法人Ｊミルクは、生乳の需給調整の現状を踏まえた課題の共有や小売流通・消費
者等への理解促進を目的として、毎年「日本のミルクサプライチェーン」を製作・発行して
いる。本稿では、2026年３月に公表した「日本のミルクサプライチェーン2025」の内容を
基に、生乳需給の構造や仕組み、需給調整とその課題などについて解説する。

【要約】
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（２）需給調整が難しい生乳の特性

「生乳」は牛から搾ったままの乳のことを

言いますが、その生乳を生み出す乳牛は人間

と同じ哺乳類ですので、出産して初めて乳を

出します。生乳生産量は、乳牛頭数が最大の

増減要因となりますが、生乳を増加させる場

合（≒乳牛を増やす場合）、種付けから搾乳

開始まで約３年の期間を要します（図２）。

そのため、生乳が足りないからといって、

生産量を短期間で増やすことはできません。

その逆も然りで、余っているからといって搾

乳を止めることはできませんし（注１）、酪農家

が家族同然である乳牛を簡単に処分すること

もできません。生乳は、あくまで生き物であ

る乳牛が生産してくれているものであるとい

う認識を持つ必要があります。

（注１）搾乳期間中は毎日搾乳を行わないと、「乳房炎」などの家
畜疾病につながります。

生活を豊かにしています。

また、タンパク質、脂質、炭水化物、ミネ

ラル、ビタミンがバランスよく含まれてお

り、健康維持・増進に大きな効果が期待でき

ます。まさに日本人の食生活に根付いた、欠

かせない食品となっています。
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図２　乳牛のライフサイクル

図１　2024年度国内消費量（概算）※輸入含む
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生乳が他の農畜産物と大きく異なる点とし

て、１）貯蔵性が低いこと、２）多様な用途

（牛乳乳製品）に姿を変えられること―が挙

げられます（図３）。牛乳乳製品は、そのほ

とんどが冷蔵（または冷凍）保存の必要があ

り、保存期間も他の食品に比べてとても短い

ことが特徴です。穀類のように、備蓄として

長期間保存することはできません。

なお、「バター」や「脱脂粉乳」は比較的

賞味期限が長いため、ある程度の期間は在庫

として保管することが可能です。このため、

生乳需給における調整弁の役割（生乳需給の

ひっ迫時には製造を減らし、緩和時には増や

して製造）を果たしています。また、生乳は

製造される製品（用途）が多岐にわたるため、

日々変動するそれぞれの製品の需要を踏まえ

た調整が必要になります。

（３）生乳の流通体系について

需給調整が難しい生乳の特性から、その流

通については、一元集荷多元販売（一元的に

酪農家から生乳を集荷し、各用途の需要に合

わせて乳業メーカーに多元的に販売する）を

行う「指定生乳生産者団体」（以下「指定団体」

という）が重要な役割を果しています（注２）（図

４）。（２）で示した通り、生乳の用途は多様

であり、各用途の販売価格もそれぞれに異な

りますが、指定団体が各用途の販売で得られ

た価値（価格）を、酪農家にプール乳価（酪

農家の経営場所や販売用途などの有利不利を

平準化した乳価）として配分（支払い）する

ことで、乳業メーカーは製造用途にかかわら

ず安定的に生乳を確保することができます。

（注２）指定団体の生乳販売シェア：92.8％（2024年度）

図３　ミルクツリー
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（１）地域の需給ギャップについて 
―安定的な輸送の実施が不可欠―

消費量が人口の多い都市部に集中する一

方、その需要に対して消費地に近い都府県の

生乳生産量は不足しており、消費量の少ない

北海道などの主産地に生産が集中することに

よって生じるのが、生乳需給における「地域

の需給ギャップ」です（図５）。

このギャップを埋めるために、北海道、東

北、九州などから、生乳や産地パック牛乳（注３）

が関東や関西を中心とした消費地へ主に船舶

（一部は鉄道）により輸送されています。特に

北海道から関東への生乳輸送には、農畜産物

輸送の専用船「ほくれん丸」が主に使われて

います。２隻の船が釧路港から日立港（茨城

県）をほぼ毎日往復運航し、生乳は徹底した

温度・品質管理の下、主に関東の乳業工場へ

配送されています。

北海道からの移出生乳量は、2021年度、

22年度は減少しましたが、23年度以降は需

要の減少以上に都府県の生産量の減少幅が大

きく、再び増加傾向で推移しています。

（注３）北海道などの生乳生産地でパック詰めした牛乳

３　生乳の需給ギャップと対応について

生乳の流通チャネル 指定団体による「一元集荷多元販売」

注：所有権が移転する売買関係　　　　販売委託関係
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（２）季節の需給ギャップについて 
―都府県の季節のギャップは拡大傾向―

冷涼な気候を好む乳牛は、暑い時期には生

乳生産量が低下します。都府県の場合、年間

のうち生乳生産量のピークは４月ごろで、ボ

トムは８～９月ごろです。なお、北海道は

ピークが５月下旬～ 6月ごろで、ボトムは

10月下旬～ 11月ごろです（図６）。

その一方、全国の飲用牛乳需要はピークが

７、９月で、ボトムは寒さにより１人当たり

の消費量が減ることに加え、学校給食用牛乳

の供給が停止する冬休みや春休み期間です。

都府県の生乳生産が最も少ない時期に需要が

多くなり（＝生乳が不足傾向）、生産が多い

時期には需要が少ない（＝生乳が過剰傾向）

構造になります。このように、需要と供給の

ピーク時期が異なることによって、「季節の

ギャップ」が生じます。

釧路
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苫小牧

北海道から製品になった牛乳を運ぶ

❶北海道の工場で生乳を加工して牛乳を
　つくり、製品をトレーラーで港へ運びます。

❷保冷コンテナに入れてフェリー等で運びます。

❸港から流通センターへ運んで送り先を
　仕分けし、小売店へ届けます。

北海道から生乳を運ぶ

❶ミルクローリーが、新鮮な生乳を牧場から
　集荷します。

❷タンクローリーに積まれた生乳が港に
　集まり、「ほくれん丸」等で運びます。

❸生乳を工場で牛乳に加工して、小売店へ
　届けます。

17t入りミルクローリー
1ℓパック
約100万本分

×60台

「ほくれん丸」がいちどに運べる量は…

1,020t

JR貨物

全国の生乳・産地パックの輸送

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」 資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」　※2025年度見込みはJミルクによる予測
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図５　地域の需給ギャップ
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【ひっ迫時】　北海道から都府県への輸送能力の強化（タンクの大型化・ストックポイントの
活用など）や都府県工場での受入体制の強化を図ることで、輸送の効率化を図っています。

それでも生乳不足が懸念される場合には、小売流通に対して牛乳の特売の自粛や牛乳以外の

加工乳や乳飲料など、代替品を含めた売り場づくりについての協力をお願いしています。

【緩和時】　北海道を中心に全国の乳製品工場で最大限の稼働を行うとともに、飲用牛乳工場
も含めた全地域での配乳調整、各乳業メーカーで製品の生乳使用率の引き上げや販売促進や

キャンペーンなどを行っています。

図６　季節の需給ギャップ

資料：農林水産省牛乳乳製品統計・指定団体旬別受託乳量・㈱インテージSRI＋データ（2024年度）を基に日量を推計

資料：指定生乳生産者団体旬別受託乳量 資料：指定生乳生産者団体旬別受託乳量
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４　2025年の生乳需給をめぐる情勢

（１）生乳輸送における課題について

生乳需給における「地域のギャップ」と

「季節のギャップ」の拡大は徐々に広がって

おり、酪農乳業界にとって大きな課題となっ

ています。そのギャップを埋めるために、関

係者がさまざまな対応を行っています。

なお、ひっ迫時にも緩和時にも、「ギャップ」

を補完するために必要なのは、生乳を輸送す

る能力の確保です。ひっ迫時はもちろんのこ

と、緩和時には、全国各地の乳製品加工工場

に輸送するために輸送能力の確保が必須とな

ります。各指定団体を中心に輸送能力の強化

を図っていますが、物理的な限度があること

や自然災害などにより計画通り乳業工場に搬

入できず、需給調整上の支障が実際に発生す

ることがあります。また、ドライバーの安定

的な確保が困難となっていることも、大きな

課題となっています。「働き方改革関連法」

により、ドライバーの時間外労働などの上限

規制が適用される「物流の2024年問題」に

加え、団塊世代が75歳以上となり社会全体

の高齢化が加速する中で、深刻なドライバー

不足が懸念される「25年問題」など、物流

需給のひっ迫が社会課題となっています。

（２）新たに開始した「需給変動対策」

需給の変動は、酪農乳業の持続的な発展に

大きな影響を及ぼします。この影響を最小限

に抑え、安定的な産業の発展を下支えするた

め、Ｊミルクでは2025年度に「酪農乳業

需給変動対策特別事業」を設立しました。国

内の生産者・乳業者からの財源拠出により基

金を造成し、国の指導などを受けつつ、乳製

品の過剰在庫などへの対応を図り、酪農乳業

の経営の安定を目指しています。

（３）統計調査で見る生産コストの現状

長引く燃油・資材の高騰や円相場の下落な

どの外的要因を背景に、生乳生産に係るコス

トは高止まりが続いています。

生乳生産費（注４）を見ると、「牧草・放牧・

採草費」および「流通飼料費」で構成される

飼料費が、生産費全体の約56％と最も大き

なウェイトを占めており、飼料価格の変動は

酪農経営に大きな影響を与えます。2024年

の全算入生産費は、過去最高を記録した23

年との比較では3.7％減となりましたが、20

年との比較では、流通飼料費が32.8％増、

光熱水料および動力費が34.0％増、全算入

生産費は17.8％増と高止まりが続いており、

一方で副産物価額は36.6％安と低迷が続い

ています。なお、配合飼料価格が１キログラ

ム（kg）当たり14.6円上昇すると、全国の

平均的な規模の生産者で年間352万円もの

配合飼料費が増
ぞうすう

嵩する計算になります（図

７）。

（注４）生乳生産費（全算入生産費）
農林水産省による統計調査。生乳生産費（生産コスト）の実態を
明らかにし、加工原料乳生産者補給金算定の資料として利用され
るほか、各種政策の実施状況の把握や効果の検証などの資料とし
て利用される。
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（４）コスト上昇による取引乳価引き上げ
と製品価格改定

生乳生産コストの上昇を受け、2022年

11月、23年４月、８月、12月、25年６月、

８月と生乳取引価格（乳価）が相次いで引き

上げられたことに加え、乳業メーカー各社に

おける製品の包材・資材や物流費などの経費

高騰が重なったことで、牛乳乳製品の価格が

改定されました。製品価格改定などの影響

で、消費量は低調に推移しています（図８）。

それでも、コストの増嵩分を価格に反映させ

A B C（25年4月～ 20年4月） D＝A×B×C E F＝D×E

給与量（㎏ /日） 日数 費用増嵩（㎏ /円） 1頭当り配合飼料費増嵩 平均搾乳牛頭数 合計（円）

11.3 305 14.6 50,250 70 3,517,498

注1：給与量／（一社）家畜改良事業団　注2：日数／搾乳日数305日試算　注3：平均搾乳牛頭数／（一社）家畜改良事業団
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資料：財務省「貿易統計」　
FIC ：１注  (Cost, Insurance and Freight) 価格とは、船積み以後の運賃や保険料など
の費用を含めた輸入価格のこと。いわば日本の港での引き渡し価格である。

資料：農林水産省「農業物価統計」
注１：乳用牛配合飼料は18カ月以後･粗たん白質15～18％。 
注２：「前年比」はJミルクによる算出。

準基年0002はでま年4002 ：３注  2005～2009年までは2005年基準。2010～2014年
までは2010年基準。2015年以降は2015年基準。

資料：農林水産省「畜産物生産費統計」　注１：その他物財費は敷料費、建物費、
農機具費等に地代、利子を加算し、副産物価額を引いたもの　注２：消費税含む　
注３：調査期間は年次（1～12月期間）

図７　配合飼料費と生乳生産費
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（５）乳価改定前後の価格帯ごとの牛乳販
売個数の変化

2025年８月の飲用牛乳等向け乳価改定以

降、１リットル牛乳の小売価格は全国平均で

約10円の値上げとなりました。牛乳の販売

個数は190円台、210円台の価格帯の製品

が大きく減少し、200円台、220円台の販

売個数が増加しました。価格帯ごとの構成比

は変化したものの、全体で見ると販売個数は

前年から減少しています（図９）。

なければ、生産者、乳業者ともに経営が立ち

行かなくなります。消費者の価格改定への

理解醸成や需要の維持・拡大は、喫緊の課題

となっています。

図８　牛乳販売個数（推計）の月別推移
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資料：㈱インテージSRI+　POSデータ
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（６）バターと脱脂粉乳の需給アンバラン
スは継続

図３のミルクツリーで示した通り、さまざ

まな製品に姿を変えられる生乳（牛乳）です

が、その組成は水分（87.4％）（注５）と乳固

形分（12.6％）（注５）に分かれます。乳固形

分は、さらに乳脂肪分（3.8％）と無脂乳固

形分（8.8％）に分かれており、需給の調整

弁となるバターと脱脂粉乳は、この乳脂肪分

と無脂乳固形分で構成されています。そのた

め、バターもしくは生クリームを製造する

と、必然的に脱脂濃縮乳か脱脂粉乳が製造さ

れることとなります（図10）。なお、仮に生

乳100kgから製造されるバターは約3.8kg、

脱脂粉乳は8.8kgとなり、バター１に対して

脱脂粉乳はその約２倍製造されることとなり

ます。

（注５）出典：日本食品標準成分表 八訂

図９　乳価改定前後の価格帯ごとの牛乳販売個数の変化

資料：（株）インテージSRI+ 　POSデータ

資料：（株）インテージSRI+ 　POSデータ

価格帯別牛乳販売個数

10000

0

20000

30000

40000

50000

60000

2024年10～12月

10000

0

20000

30000

40000

50000

60000

70000 70000

80000 80000
（個） （個） 2025年10～12月

■NB（ナショナルブランド）
■PB（プライベートブランド）

■NB（ナショナルブランド）
■PB（プライベートブランド）

160

～

169

170

～

179

180

～

189

190

～

199

200

～

209

210

～

219

220

～

229

230

～

239

240

～

249

250

～

259

260

～

269

270

～

279

290
～

299

280
～

289

300
～

309

310

～
319

320

～

329

330

～

160

～

169

170

～

179

180

～

189

190

～

199

200

～

209

210

～

219

220

～

229

230

～

239

240

～

249

250

～

259

260

～

269

270

～

279

290

～

299

280

～

289

300

～

309

310

～

319

320

～

329

330

～

価格帯別で見た値上げ前（2024年10～12月）と値上げ後（2025年10～12月）の販売個数の比較

0

40000
20000

60000

140000
120000

160000

100000
80000

200000
180000

（個）

～149 150 ～199 200 ～249 250 ～299 300 ～

■2024年10～12月　■2025年10～12月 150～199円台の販売個数は大きく減少した
一方、200円～249円、250～299円、300円
～台の販売個数は微増。3ヵ月間の累計販
売個数は、前年同期比で約1.7％減少。

図10　生乳から製造される製品
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2023年に新型コロナウイルス感染症の感

染法上の分類が５類感染症へ移行されて以

降、日常生活がコロナ禍前に戻ったことで、

バターや生クリームの需要は堅調に推移しま

した。一方、脱脂粉乳や脱脂濃縮乳の需要は、

低迷が続いています。この需要のアンバラン

スは、バターと脱脂粉乳の在庫量に反映され

ています。脱脂粉乳の在庫対策は20 ～ 24

年度の５年間で約155千トンに上り、25年

度からは「酪農乳業需給変動対策特別事業」

として、新たな枠組みの下で対策を実施して

在庫を削減していくこととしています（図

11）。牛乳や無脂乳固形分（脱脂濃縮乳、脱

脂粉乳）の需要の低迷が脱脂粉乳在庫の積み

増しにつながっており、この環境を早急に

改善させるためにも、国産牛乳乳製品の需要

拡大に向けた取り組みを、「牛乳でスマイル

プロジェクト」の下で業界一体となって進め

てまいります（図12）。

図11　脱脂粉乳の在庫量推移

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」　※2025年度は、Jミルク予測
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図12　牛乳でスマイルプロジェクト


